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[bookmark: _Toc389152304]実施概要

[bookmark: _Toc389152305]対象施設
下記の管理施設に対する維持管理状況について、アンケートを実施した。

	分野
	施設名

	道路分野
	道路

	
	橋梁

	
	トンネル

	
	舗装

	
	擁壁(高さ5m以上)

	
	道路法面

	
	横断歩道橋

	
	道路標識

	
	照明灯

	
	街路樹（高木・中木・低木）

	河川分野
	河道施設
（堤防・護岸・堰等）
	準用河川

	
	
	普通河川

	公園分野
	公園施設（遊具等）

	下水分野
	土木構造物（管渠）

	
	電気機械設備（排水ポンプ等）






[bookmark: _Toc389152306]
設問内容
黄：施設単位で回答、灰：分野単位で回答、柿：設問単位で回答
	設問 No. 
	設問内容

	1
	施設数（量）

	2
	維持管理予算（単位：百万円／年）

	3
	内、長寿命化計画に関する予算 （単位：百万円／年）

	4
	維持管理に携わる技術職員数（分野で跨る場合は概ねの業務量比で按分）

	5
	維持管理に携わる事務系職員数（分野で跨る場合は概ねの業務量比で按分）

	6
	維持管理に携わる技能職員数（分野で跨る場合は概ねの業務量比で按分）

	7
	内兼務職員数
※兼務職員とは維持管理以外（建設系など）の業務を兼務している職員

	8
	日常パトロールの有無（1:有,2:無）

	9
	日常パトロールの頻度（●回／日 or 週 or 月 ）

	
	（上段:回数、下段:単位）

	10
	日常パトロールの体制（1:直営,2:委託）

	11
	委託している場合は予算　(単位:百万円／年）

	12
	定期点検の有無（1:有,2:無）

	13
	定期点検の頻度（1:1回/年 2:1回/5年 3:その他)

	14
	  問13で、3:その他を選んだ場合（●回／日 or 週 or 月 or 年）

	
	（上段:回数、下段:単位）

	15
	定期点検の体制（1:直営,2:委託）

	16
	委託している場合は予算　(単位:百万円／年）

	17
	点検要領など基準

	18
	日常的な修繕の体制は（1:直営,2:委託,3:両方）
委託：小修繕、草刈、清掃など（単価契約等）

	19
	委託している場合は予算　(単位:百万円／年）

	20
	内、単価契約で実施している予算(単位:百万円／年）

	21
	補修・補強（修繕）等総価契約の発注件数

	22
	補修・補強（修繕）等総価契約の発注総額(単位:百万円／年）

	23
	長寿命化計画策定の有無　（1:有,2:無）

	24
	策定している場合は策定年度（西暦）
策定していない場合は策定予定年度（西暦）：予定なしの場合は99999

	25
	維持管理業務の懸案事項は？（1:あり,2:なし）（25-1～25-9 複数回答可）

	25-1
	日常の維持管理の対応（要望等市民の対応）

	25-2
	点検・診断技術

	25-3
	補修・補強設計

	25-4
	補修・補強積算

	25-5
	補修・補強の工事管理

	25-6
	緊急対応（不具合による施設の利用制限など判断）

	25-7
	長寿命化計画策定

	25-8
	業務委託先企業の指導（点検・診断・補修、補強設計、工事監理）

	25-9
	将来のインフラの更新需要

	25-10
	その他（自由記述）




	設問 No. 
	設問内容

	26
	業務委託先企業の指導は？　（1:大丈夫,2:普通,3:懸念） （26-1～26-4 複数回答可）

	26-1
	長寿命化計画策定（委託）

	26-2
	点検・診断（委託）

	26-3
	補修・補強設計（委託）

	26-4
	補修・補強の工事管理（請負）

	27
	将来のインフラの更新需要（1:あり,2:なし）（27-1～27-3 複数回答可）

	27-1
	更新計画の策定

	27-2
	更新計画の検討

	27-3
	更新に備えた予算確保

	27-4
	その他（自由記述）

	28
	維持管理業務の懸案がある場合の主な理由（1:該当する,2:該当しない）　（28-1～28-3 複数回答可）

	28-1
	予算不足

	28-2
	人員不足

	28-3
	技術力不足

	28-4
	その他（自由記述）

	29
	技術者の育成（研修について）(1:はい,2:いいえ）（29-1～29-4 複数回答可）

	29-1
	独自に維持管理・更新に関する研修制度を設けている

	29-2
	国の講習会を活用

	29-3
	府の講習会などを活用

	29-4
	民間の講習会などを活用

	29-5
	その他（自由記述）

	30
	どのような内容の研修が必要ですか（必要な施設に１～3を記入）（30-1～30-6 複数回答可）

	30-1
	点検・診断技術（1:座学,2:現場実技,3:両方）

	30-2
	補修・補強設計（1:座学）

	30-3
	補修・補強積算（1:座学）

	30-4
	補修・補強の工事管理（街路樹の剪定含む）（1:座学,2:現場実技,3:両方）

	30-5
	長寿命化計画策定（1:座学）

	30-6
	緊急対応（不具合による施設の利用制限など判断）（1:座学,2:現場実技,3:両方）

	30-7
	その他（自由記述）

	31
	参加しやすい研修期間　（33-1～33-3の何れかに回答）

	31-1
	短期集中型（1:5日連続,2:10連続）

	31-2
	分散型（1:毎週1回/5週,2:毎月1回/5か月,3:毎週1回/10週,4:毎月1回/10か月）

	31-3
	単発型（分野施設に応じて●日程度/年間）（●に該当する数字を記入）

	32
	参加しやすい人数  人数を記入（設問No.31 と連動）

	32-1
	短期集中型

	32-2
	分散型

	32-3
	単発型




	設問 No. 
	設問内容

	33
	参加しやすい時期　（該当する期間に1を記入）　（33-1～33-4 複数回答可）

	33-1
	第1四半期（4月～6月）

	33-2
	第2四半期（7月～9月）

	33-3
	第3四半期（10月～12月）

	33-4
	第4四半期（1月～3月）

	34
	維持管理・更新に関して、産官学の交流による人材育成と、地域に密着した維持管理の実施と技術を蓄積するための連携体制の構築は必要ですか（必要なものに1を記入）（34-1～34-6 複数回答可）

	34-1
	人材育成（研修）の連携

	34-2
	テクニカルアドバイザーの共有

	34-3
	維持管理の情報共有と蓄積

	34-4
	人材交流（人材派遣）

	34-5
	維持管理発注の連携

	34-6
	資機材等の連携

	34-7
	その他 （自由記述）

	35
	その体制を構築するとしたら、どんな体制が必要ですか（必要な体制に１を記入）（35-1～35-4のいずれか）

	35-1
	府域全体の体制づくり　

	35-2
	地域毎（土木事務所単位）での体制づくり

	35-3
	市町村毎の体制づくり

	35-4
	その他（自由記述）

	36
	地域毎（土木事務所単位）での体制の構成メンバーとして考えられるものは？
（考えられるものに1を記入）（36-1～36-6 複数回答可）

	36-1
	市町村長

	36-2
	市町村 土木部長（または土木部長に相当する役職）

	36-3
	国土交通省

	36-4
	府土木事務所長　

	36-5
	大学教授（府内大学の工学部土木系）

	36-6
	各種協会（民間団体）

	36-7
	その他（自由記述）

	37
	その他、管理施設の維持管理や、人材育成、技術力の維持向上等に関して、大阪府への要望、意見等があれば、記載してください（自由記述）



[bookmark: _Toc389152307]
アンケート結果

[bookmark: _Toc388451870][bookmark: _Toc389152308]維持管理体制の現状

中核市を除く36自治体においては、維持管理を担当する技術職員数の平均は11人と少なく、そのうち14自治体が5人以下の職員、21自治体が平均以下で対応している状況である。

表 1　維持管理系業務に携わる技術系職員数
（設問4～6の回答について中核市を区別して集計）
	
	中核市除く
	中核市のみ

	技術系職員数
	[image: ]
	[image: ]





表 2　維持管理系業務に携わる事務系・技能系職員数（参考）
	
	中核市除く
	中核市のみ

	事務系職員数
	[image: ]
	[image: ]

	技能系職員数
	[image: ]
	[image: ]




[bookmark: _Toc389152309]維持管理以外の業務の兼務状況

中核市以外では維持管理系職員の1／3が、建設系など維持管理以外の業務を兼務している。

表 3　維持管理系業務以外の業務を兼務している職員割合
（設問7の回答について中核市を区別して集計）
	
	
	維持管理系の
職員数の平均
	内、維持管理業務以外の業務を兼務している職員数の平均
	兼務職員割合の平均

	中核市
	(n=4)
	73
	18.5
	25%

	中核市以外
	(n=36)
	19
	6
	33%



[image: ]
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[bookmark: _Toc389152310]日常パトロール、定期点検の実施状況

いずれの分野においても、パトロール・点検を実施できていない例がある。
河川、下水においてはパトロール・点検が実施されていない割合が約5割と高い状況である。

表 4　日常パトロール、定期点検の実施状況
（設問10、12の回答について中核市を区別して集計）
	
	道路分野
	河川分野
	公園分野
	下水分野

	日常パトロール、定期点検の
両方を実施
	32%
	7%
	61%
	24%

	日常パトロールのみ実施
	49%
	20%
	13%
	16%

	定期点検のみ実施
	2%
	23%
	24%
	16%

	どちらも実施していない
	17%
	50%
	3%
	45%



[image: ]


[bookmark: _Toc388451871][bookmark: _Toc389152311]維持管理業務に関する懸案事項

維持管理に関するいずれの業務においても、懸案事項があると認識している割合は約7割程度と多い。
特に「緊急対応」や「将来のインフラ更新需要」について懸案を示す割合が高く、対象4分野の内3分野において上位の懸案事項となっている。

表 5　維持管理系業務における懸案事項
（設問25-1～25-9の回答を集計，各分野懸案有り上位2項目に着色）
	維持管理業務
	道路分野
	河川分野
	公園分野
	下水分野

	
	懸案あり
	懸案なし
	懸案あり
	懸案なし
	懸案あり
	懸案なし
	懸案あり
	懸案なし

	日常の維持管理の対応
	71%
	29%
	65%
	35%
	84%
	16%
	52%
	48%

	点検・診断技術
	75%
	25%
	58%
	42%
	79%
	21%
	72%
	28%

	補修・補強設計
	62%
	38%
	58%
	42%
	65%
	35%
	67%
	33%

	補修・補強積算
	59%
	41%
	55%
	45%
	65%
	35%
	66%
	34%

	補修・補強の工事管理
	59%
	41%
	58%
	42%
	63%
	38%
	68%
	32%

	緊急対応
	68%
	32%
	74%
	26%
	82%
	18%
	78%
	22%

	長寿命化計画策定
	56%
	44%
	53%
	47%
	58%
	42%
	72%
	28%

	業務委託先企業の指導
	60%
	40%
	61%
	39%
	53%
	47%
	64%
	36%

	将来のインフラの更新需要
	75%
	25%
	69%
	31%
	68%
	32%
	85%
	15%

	平均
	65%
	35%
	61%
	39%
	68%
	32%
	69%
	31%



[image: ]


[bookmark: _Toc388451872][bookmark: _Toc389152312]維持管理業務に関する懸案理由

予算不足、人員不足、技術力不足のいずれにおいても約9割が懸案理由に該当すると回答している。

表 6　維持管理系業務における懸案の理由
（設問28-1～28-4の回答を集計）
	懸案理由
	道路分野
	河川分野
	公園分野
	下水分野

	
	該当する
	該当しない
	該当する
	該当しない
	該当する
	該当しない
	該当する
	該当しない

	予算不足
	94%
	6%
	95%
	5%
	88%
	12%
	89%
	11%

	人員不足
	97%
	3%
	95%
	5%
	94%
	6%
	92%
	8%

	技術力不足
	89%
	11%
	82%
	18%
	80%
	20%
	83%
	17%

	平均
	93%
	7%
	91%
	9%
	88%
	12%
	88%
	12%
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[bookmark: _Toc388451873][bookmark: _Toc389152313]研修に関する現状・要望

[bookmark: _Toc388451874]活用されている研修

府の講習会が最も多く活用されている。次いで国の講習会、民間の講習会を活用しており、市町村独自に研修を行っている自治体は極めて少ない。

表 7　活用されている研修
（設問29-1～29-4の回答を集計）
	
	道路分野
	河川分野
	公園分野
	下水分野

	
	はい
	いいえ
	はい
	いいえ
	はい
	いいえ
	はい
	いいえ

	独自に維持管理・更新に関する
研修制度を設けている
	0%
	100%
	0%
	100%
	3%
	97%
	0%
	100%

	国の講習会を活用
	50%
	50%
	35%
	65%
	33%
	67%
	40%
	60%

	府の講習会などを活用
	95%
	5%
	83%
	17%
	72%
	28%
	89%
	11%

	民間の講習会などを活用
	43%
	57%
	22%
	78%
	30%
	70%
	51%
	49%



[image: ]





[bookmark: _Toc388451875]研修に関する要望（研修期間、日数、参加人数）

研修期間については、単発型の研修希望が多く、期間を年間2～3日程度を希望する回答が多い。また、参加可能人数については全て1～2名となっている。
[image: ]
図 1　研修期間に関する要望
[image: ]
図 2　単発型の研修の希望日数
[image: ]
図 3　単発型の研修の参加可能人数（中核市除く）



[bookmark: _Toc388451876]研修に関する要望（研修時期）

研修時期については、第2四半期（7月～9月）の希望が最も多く、次いで、第3四半期（10月～12月）の希望が多い。

[image: ]
図 4　研修時期に関する要望



[bookmark: _Toc388451877][bookmark: _Toc389152314]産官学による連携が必要な事項

人材育成（研修）の連携やテクニカルアドバイザーの共有、維持管理の情報共有と蓄積に関する連携について特にニーズが高い。

表 8　産官学による人材育成や技術蓄積を進めるために必要な連携事項
	
	人材育成（研修）の連携
	テクニカルアドバイザーの共有
	維持管理の情報共有と蓄積
	人材交流（人材派遣）
	維持管理発注の連携
	資機材等の連携

	必要
	85%
	61%
	85%
	46%
	37%
	34%

	不要もしくは無回答
	15%
	39%
	15%
	54%
	63%
	66%

	合計
	100%
	100%
	100%
	100%
	100%
	100%



[image: ]



[bookmark: _Toc388451878][bookmark: _Toc389152315]産官学による連携体制の構築単位

連携体制の構築単位としては、地域毎（土木事務所単位）による連携が必要という回答が多い。また、市町村毎の体制づくりも必要との声が多い。

表 9　産官学による連携体制の構築単位
	
	府域全体の
体制づくり
	地域毎
（土木事務所単位）
での体制づくり
	市町村毎の
体制づくり

	必要
	15%
	66%
	37%

	不要もしくは無回答
	85%
	34%
	63%

	合計
	100%
	100%
	100%
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[bookmark: _Toc389152316]地域毎（土木事務所単位）での連携体制の構成メンバー

連携体制の構成メンバーとしては、「市町村土木部長」との回答が最も多く、次いで「府土木事務所長」という回答が多かった。

表 10　地域毎（土木事務所単位）での連携体制の構成メンバー
	
	市町村長
	市町村 土木部長
（または土木部長に相当する役職）
	国土交通省
	府土木事務所長
	大学教授
（府内大学の
工学部土木系）
	各種協会
（民間団体）

	必要
	15%
	85%
	28%
	70%
	45%
	38%

	不要もしくは無回答
	85%
	15%
	73%
	30%
	55%
	63%

	合計
	100%
	100%
	100%
	100%
	100%
	100%
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